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＜注＞ 

※本書においては、特に断りのない場合、普通会計を基準としています。羽村市では、一般会計と羽村駅西口土地区

画整理事業会計を合わせ、介護サービス事業分や重複額などを控除したものになります。 

※26 市とは、羽村市を含めた東京都内の市を指します。 

※市民一人あたりの数値は１月１日現在住民基本台帳人口を基準としています。（令和３年１月１日 54,725 人） 

※表・グラフにおいて、四捨五入の関係から総額と内訳合計額が一致しない場合があります。 

 

羽村市の財政は、歳入において市税などの経常的に収入される一般財源が減少する一方、

歳出において少子高齢化などを背景に義務的経費である扶助費が増加するなど、経常経費

が増大していることから、歳出に対する歳入不足を補完するため基金からの取崩額が増え、

基金残高が大幅に減少しています。また、経常収支比率が５年連続で 100％を超え、財政

の硬直化が進むなど、非常に厳しい財政状況となっています。 

こうした状況を改善し、健全で安定した財政運営を行うため、歳入の確保や事務事業の

点検、見直しなどの行財政改革をより一層強力に推進していきます。 

羽村市の会計区分（普通会計とは） 

地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分されていますが、地方公共団体の財

政の規模は、各々の団体によって設置される特別会計も違えば、一般会計が網羅する範囲

も違うため、単純な比較ができません。 

このため、総務省が実施する「地方財政状況調査」では、普通会計という共通の基準に

よる統計上の会計区分を設定して、各団体間の財政比較が可能となるようにしています。 

羽村市の会計は以下のとおりです。 

 

普通会計（一般行政部門の会計） 

一 般 会 計 
羽村駅西口土地区画 

整理事業会計 

公営事業会計（その他の会計） 

水道事業会計 

公営企業会計 

下水道事業会計 

国民健康保険 

事業会計 

後期高齢者 

医療会計 
介護保険事業会計 
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令和２年度決算の概要 

 

◇ 歳入 

304 億 865 万円（前年度比 72 億 838 万円、31.1％増） 
 

特別定額給付金給付事業費補助金や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

などの新型コロナウイルス感染症対策に伴う国庫補助金が増加したことなどにより、前年

度と比較して 72 億 838 万円（31.1％）の増となりました。 

 

◇ 歳出 

293 億 3,227 万円（前年度比 68 億 4,588 万円、30.4％増） 
 

特別定額給付金をはじめとした新型コロナウイルス感染症対策費や普通建設事業費など

の投資的経費が増加したことなどにより、前年度と比較して 68 億 4,588 万円（30.4％）の

増となりました。 

 

◇ 決算収支 

実質収支 10 億 7,182 万円 （前年度比 3 億 7,078 万円増） 

単年度収支    3 億 7,078 万円 （前年度比 2 億 3,858 万円増） 

実質単年度収支 8 億 5,961 万円 （前年度比 10 億 4,481 万円増） 

 
 

（単位：千円、％）

2年度 元年度 増減額 増減率

歳入総額 30,408,654 23,200,272 7,208,382 31.1

歳出総額 29,332,265 22,486,389 6,845,876 30.4

歳入歳出差引 1,076,389 713,883 362,506 50.8

翌年度への繰越財源 4,570 12,844 △ 8,274 △ 64.4

実質収支 1,071,819 701,039 370,780 52.9

普通会計決算収支
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決算の推移 

平成 25 年度以降、歳入、歳出ともに前年度を上回る決算となっていましたが、平成 29

年度以降は、令和元年度まで歳入、歳出ともに減少が続きました。 

令和 2 年度は、地方創生臨時交付金や特別定額給付金をはじめとした新型コロナウイル

ス感染症の対策費が増加したことにより、歳入・歳出ともに大幅に増加しました。 

実質収支比率とは、標準財政規模に対する実質収支額の割合で、実質収支が黒字の場合

は「正の数」、赤字の場合は「負の数」で表され、3％～5％程度が望ましいとされていま

す。 

20,719 20,527
21,473 21,928

22,816

23,877 23,481 23,469 23,200

30,409

20,275 19,985
20,847 21,313

22,051
23,272 22,873 22,898 22,486

29,332
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30,000

35,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（％）（百万円）

（年度）

歳入歳出総額と実質収支比率の推移 歳入総額 歳出総額

実質収支比率

 

主な財政指標 

市の財政状況を示す主な財政指標は次のとおりです。 

2年度 元年度 増減
2年度

26市平均

 実質収支 （千円） 1,071,819 701,039 370,780 2,381,663

 実質収支比率 （％） 9.2 6.2 3.0 7.2

 経常収支比率 （％） 100.2 102.6 △ 2.4 90.6

 公債費負担比率 （％） 6.6 6.9 △ 0.3 7.3

 実質公債費比率 （％） 1.0 1.6 △ 0.6 0.8

３カ年 0.980 0.986 △ 0.006 1.000

単年度 0.979 0.984 △ 0.005 1.003

 標準財政規模 （千円） 11,588,578 11,267,181 321,397 32,924,777

 財政力指数

 

＜注＞ 

※経常収支比率については 15 頁、公債費負担比率については 16 頁を参照してください。 
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歳入の内訳 

歳入決算総額は 304 億 865 万円で前年度と比較して 72 億 838 万円（31.1％）の増とな

りました。歳入構成比は、国庫支出金が 35.4％を占めており、ついで、市税が 33.3％、都

支出金が 13.2％と続いています。 

市債は、9 億 5,460 万円を借り入れ、構成比は 3.1％となりました。 

市税

101億2,298万円
33.3%

譲与税・交付金

18億6,697万円
6.1%

地方交付税

2億4,771万円
0.8%

分担金・負担金

9,202万円
0.3%

使用料・手数料

3億6,097万円
1.2%

国庫支出金

107億6,969万円
35.4%

都支出金

40億208万円
13.2%

市債

9億5,460万円
3.1%

その他

19億9,164万円
6.6%

歳入決算額の内訳（令和２年度）

歳入合計

304億865万円

 

 

市 税 ：市が課税権の主体である地方税。 

譲与税・交付金：地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、地方消

費税交付金、自動車取得税交付金、環境性能割交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金等、

地方特例交付金、交通安全対策特別交付金が含まれます。 

地 方 交 付 税 ： 国税 5 税の一定割合の額を原資とし、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域において 

も一定のサービスを提供できるよう財源を保障するため、国から地方に交付されるもの。 

国 庫 支 出 金 ： 国が使途を特定して地方公共団体に交付する資金の総称。 

都 支 出 金 ： 都が使途を特定して地方公共団体に交付する資金の総称。 

市 債 ：市が資金調達のために負担する債務のうち、その返済が一会計年度を超えて行われるもの（借金）。 
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歳入の推移 

主要財源である市税は、前年度と比較して 3 億 2,925 万円の減となった一方で、新型コ

ロナウイルス感染症対策に伴う国庫補助金が増加したことなどにより、全体では前年度と

比較して 72 億 838 万円の増となりました。 

1,391 1,480 2,143 1,639 2,296 3,337 3,223 2,144 2,477 1,992
975 796

928
655 178

1,093 582
1,158 730 955

2,851 2,795
3,043

3,160 3,373

3,063 3,301 3,465 3,399 4,002

2,791 2,879
2,794 2,995

3,474

3,527 3,545 3,656 3,693

10,770

1,279 1,176
1,259 1,427

1,991

1,750 1,815 1,610 1,622

1,867

10,188 10,173
10,167 11,063

10,796
10,403 10,252 10,524 10,452

10,123

20,719 20,527
21,473 21,928

22,816

23,877

23,481 23,469 23,200

30,409

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（百万円）

（年度）

歳入の決算額の推移

市税 譲与税・交付金 地方交付税

分担金・負担金 使用料・手数料 国庫支出金

都支出金 市債 その他

 

 

市税の状況 

市税収入は 101 億 2,298 万円で、前年度と比較して 3 億 2,925 万円（3.2％）の減とな

りました。 

減額の主な要因は、景況の悪化が市内企業の業績に影響したことなどにより、市民税法

人分が前年度と比較して 3 億 2,303 万円の減となったことです。 

市税の構成割合は、固定資産税が 47.7％と最も高く、市民税、都市計画税と続いていま

す。 

歳入全体に占める市税の割合は 33.3％で、前年度と比較して 11.8 ポイント減と大幅に減

少しましたが、これは市税の減に加え、特別定額給付金給付事業費補助金などの新型コロ

ナウイルス感染症対策に伴う国庫補助金が大幅に増加したことにより、歳入の構成比に変

動が生じたためです。 
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法人分

3億9,102万円

3.9%

固定資産税

48億2,236万円

47.7%

都市計画税

8億3,820万円

8.3%

軽自動車税

1億744万円

1.0%

市たばこ税

3億8,575万円

3.8%

個人分

35億7,822万円

35.3%

市税決算額の内訳（令和２年度）

市税合計

101億2,298万円

市民税

39億6,924万円

39.2%

 

1,371 1,335 1,395 1,385 1,370 1,361 1,330 1,309 1,333 1,331

4,960 4,815 4,748 4,751 4,709 4,720 4,736 4,714 4,782 4,822

501 559 553
1,466 1,196 762 659 957 714 391

3,356 3,465 3,471

3,461 3,522
3,560 3,528 3,544 3,623

3,578

10,188 10,173 10,167
11,063 10,796

10,403 10,252 10,524 10,452 10,123

49.2 49.6 
47.4 

50.5 

47.3 
43.6 

43.7 44.8 45.1 

33.3 

0

20

40
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（％）（百万円）

（年度）

市税の推移

市民税個人分

市民税法人分

固定資産税

その他

歳入に占める

市税の割合
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－ ＝

基準財政需要額
－

単位費用 基準財政収入額
 ×

測定単位
（統計数値など） 標準的な地方税収入

 × ×
 補正係数 基準税率（75％）

＋
各種交付金・譲与税

基準財政需要額 基準財政収入額 交付基準額

＜注＞ 

※国の一定のルールに基づき算定された「基準財政需要額」と「基準財政収入額」の差により、普通交付税の交付・

不交付が決定されます。普通交付税は、基準財政需要額より基準財政収入額が少ない場合は差額分を補うために交

付されますが、多い場合は交付されません。 

普通交付税の状況 

普通交付税制度は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、住民が標準的なサービス

を受けられるようにするため、国が徴収した税（所得税・法人税・酒税・消費税の一定割

合と地方法人税の全額）を地方自治体に配分するものです。 

 

◇ 普通交付税の算定方式 

次のような仕組みで普通交付税の額が算定されています。 
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◇ 令和２年度普通交付税の算定結果 

基準財政収入額については、地方消費税率の増に伴う地方消費税交付金の増加や市民税

（所得割）の増加などにより、前年度と比較して 2 億 3,907 万円の増となりました。 

基準財政需要額については、社会福祉費や包括算定経費（人口）などの増加により、前

年度と比較して 2 億 7,876 万円の増となりました。 

基準財政需要額と基準財政収入額との差引きでは 1 億 8,061 万円の財源不足額が生じた

ことから、令和元年度に引き続き普通交付税の交付団体となっています。 

 

7,601 7,586
7,792

7,956

9,069
8,986

8,610

8,126

8,414

8,653

8,077 8,040
8,171 8,196

8,799 8,777
8,647

8,313

8,555

8,834

475 454 379
240

0 0 31
187 133 1765,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（百万円）

（年度）

普通交付税交付額の推移 基準財政収入額 基準財政需要額

普通交付税交付額

普通交付税不交付

 
※錯誤措置額を含む。 

※H29、R1、R2 は調整額控除後の交付額。 
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歳出決算総額は 293 億 3,227 万円で前年度と比較して 68 億 4,588 万円（30.4％）の増

となりました。 

歳出の内容を分析するため、「目的別経費」と「性質別経費」の二つの分類方法により見

ていきます。 

 

目的別経費 

目的別経費は、支出の目的により分類するものです。 

目的別経費の構成比の順位は、１位が民生費、２位が総務費、３位が教育費となってお

り、この３つで全体の 75.1％を占めています。 

また、推移を見ると、民生費、教育費が増加傾向にあることがわかります。 

議会費

2億3,776万円

0.8%

総務費

85億2,421万円

29.1%

民生費

107億7,384万円

36.7%

衛生費

20億4,230万円

6.9%

労働費

1億3,135万円

0.4%

農林費

2,915万円

0.1%

商工費

4億7,299万円

1.7% 土木費

23億7,557万円

8.1%

消防費

9億6,342万円

3.3%
教育費

27億2,379万円
9.3%

災害復旧費

6,419万円

0.2%

公債費

9億9,372万円

3.4%

歳出目的別決算額の内訳（令和２年度）

歳出合計

293億3,227万円

 

議 会 費：議会運営などの経費 

総 務 費：庁舎管理、徴税、戸籍などの行政運営経費 

民 生 費：高齢者、児童、障害者などの福祉の充実などの経費 

衛 生 費：市民の健康を守ること、ごみ処理などの経費 

労 働 費：勤労者の福祉、働く場の提供などの経費 

農 林 費：農業の振興などの経費 

商 工 費：商工業・観光の振興、消費者行政などの経費 

土 木 費：道路、公園や市街地の整備などの経費 

消 防 費：火災や地震などの災害に備えるための経費 

教 育 費：学校教育や文化・スポーツの振興などの経費 

災害復旧費：大雨、暴風、地震などの災害により被災した施設を復旧するための経費 

公 債 費：借入れた市債の返済金 
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689 689 681 725 801 739 754 767 772 935
1,209 1,216 1,194 1,235 1,206 1,193 1,161 1,123 998 994
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性質別経費 

性質別経費は、支出した対象の経済的性質により分類するものです。 

支出が義務づけられ、任意に削減できない義務的経費（人件費、扶助費、公債費）、投資

的経費（普通建設事業費など）、その他の経費（物件費、維持補修費、補助費等、積立金、

繰出金など）に分類されます。 

人件費

35億8,406万円

12.2%

扶助費

76億1,559万円

26.0%

公債費

9億9,372万円

3.4%

義務的経費

121億9,337万円

41.6%

投資的経費

18億4,674万円

6.3%

物件費

33億9,427万円

11.6%

維持補修費

1億7,629万円

0.6%

補助費等

90億5,071万円

30.8%

積立金

7億2,569万円

2.5%

投資・出資・貸付金

1億2,221万円

0.4%

繰出金

18億2,300万円

6.2%

歳出性質別決算額の内訳（令和２年度）

歳出合計

293億3,227万円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人件費      ：職員の給与や市議会議員の報酬などの経費 

扶助費      ：高齢者、児童、障害者などを援助するための経費 

公債費      ：借入れた市債の返済金 

投資的経費    ：社会資本形成となるもので、災害復旧事業費以外の建設事業費（普通建設事業費） 

物件費      ：賃金、旅費、役務費、委託料などの消費的経費 

維持補修費    ：市が管理する公共施設などを維持するための修繕費 

補助費等     ：各種団体への助成金や一部事務組合への負担金など 

積立金      ：特定の目的のために設けられた基金などへの積立金 

投資・出資・貸付金：財産管理の手段等としての債権や株式の取得、公営企業等への出資にかかる経費など 

繰出金      ：特別会計に移動し、支出される経費 
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基金の状況 

基金は、一般家庭の「貯金」にあたります。将来の財政運営に備えて積み立てておき、

年度間の財源調整や計画事業の実現などに活用しています。 

令和 2 年度末の基金残高は 20 億 2,556 万円で、前年度末と比較して 3 億 5,402 万円の

増となりました。 

財政調整基金の残高は、新型コロナウイルス感染症の影響による事業の中止などにより

歳出が抑制され、取り崩しを行わなかったことや、令和元年度決算にかかる繰越金などを

積み立てたことにより、前年度末と比較して 4 億 8,883 万円増の 14 億 3,523 万円となり

ました。また、特定目的基金の残高は、羽村駅西口都市開発整備基金や特定防衛施設周辺

整備調整交付金事業基金などへ 2 億 3,686 万円を積み立てた一方で、それぞれの事業執行

のために 3 億 7,167 万円を取り崩したことから、前年度末と比較して 1 億 3,481 万円減の

5 億 8,815 万円となりました。 
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市債の状況 

市債は、一般家庭の「借金（ローン）」にあたります。 

公共施設などの大規模な建設事業等を行う場合には、多額の費用を必要とするため、借

入れを行い長期間にわたり返済するものです。市債には財源を補う目的のほかに、将来そ

の公共施設などを利用する後世代の方にも建設経費を負担していただき、住民負担の世代

間の公平を期するという目的もあります。 

 令和２年度の市債借入額は 9 億 5,460 万円で、年度末の市債残高は 102 億 6,470 万円

となりました。今後も、将来の財政負担を考慮しながら計画的に市債の借入れを行い、財

源として有効に活用していきます。 
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 地方公共団体が社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくためには、そのための

財源を確保することが必要となり、その財源の確保の程度を財政構造の弾力性といいます。 

経常収支比率 

財政の弾力性を示す経常収支比率は、前年度と比較して 2.4 ポイント減の 100.2％となり、

5 年連続で 100％を超え、財政の硬直化が進んでいます。経常収支比率が上昇している要

因は、扶助費や特別会計への繰出金などの経常経費が年々増加している一方で、市税など

の経常的な財源が減少していることが挙げられます。 

安定的な財政運営を行うためには財政の弾力性を確保することが重要であることから、

経常的経費の削減など行財政改革を強力に推進し、比率の改善に努めていきます。
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公債費負担比率 

公債費負担比率は、一般財源の総額に対し、これまでに借り入れた地方債の元利償還金

に充てられた一般財源（公債費充当一般財源等）が占める割合です。この比率は財政構造

の弾力性を見る尺度の一つで、15％を超えると黄信号、20％を超えると赤信号とされてい

ます。 

公債費負担比率は、前年度と比較して 0.3 ポイント減の 6.6％となり、適正な水準を維持

しています。なお、26 市の平均は 7.3％となっています。 

今後も公債費が市の財政を圧迫しないよう計画的な借入れに努めます。 
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  公債費充当一般財源等 
公債費負担比率 ＝             × 100（％） 

 一般財源総額 
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※会計ごとに算定

一部事務組合・広域連合

地方公社・第三セクター等

地
方
公
共
団
体

一般会計
一般会計等

特別会計

公営事業会計　公営企業
　会計

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率資

金
不
足

比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

制度の概要 

平成 19 年 6 月、地方公共団体の財政の健全化に資することを目的として「地方公共団

体の財政の健全化に関する法律」が制定されました。 

この法律に基づく「健全化判断比率」および「資金不足比率」については、平成 19 年

度決算から算定し、監査委員の審査を行い議会に報告するとともに、公表することとなっ

ています。 

また、健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合または資金不足比率が経

営健全化基準以上になった場合は、議会の議決を経て、財政健全化計画などを策定し、計

画的に財政の健全化に向けて取り組まなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健全化判断比率等の対象 
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＜注＞ 

※早期健全化基準（イエローカード） 

4 指標のいずれかがこの基準値以上になると「早期健全化団体」となり、「財政健全化計画」の策定が義務付

けられ、議会の議決を経て定め、都知事（国）へ報告することになります。 

※財政再生基準（レッドカード） 

3 指標のいずれかがこの基準値以上になると「財政再生団体」となり、「財政再生計画」の策定が義務付けら

れ、議会の議決を経て定め、都知事を経由して総務大臣へ報告することになります。 

 

健全化判断比率 

健全化判断比率は、一般会計等の実質赤字の比率を示す「実質赤字比率」、全ての会計の

実質赤字の比率を示す「連結実質赤字比率」、公債費および公債費に準じた経費の比重を示

す「実質公債費比率」、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的な負担を捉え

た比率である「将来負担比率」の４指標であり、令和２年度決算における数値は次のとお

りで、いずれの比率も早期健全化基準以下となっています。 
 

◇ 実質赤字比率 

前年度に引き続き、実質赤字比率はありません。 

 

20.00 20.00 20.00 20.00 20.00 20.00 20.00 20.00 20.00 20.00
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- - - - - - - - - -
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実質赤字比率

※実質赤字比率については、赤字額がないため「-」となります。
 

 

 

 

 

 

 

 一般会計等の実質赤字額 
実質赤字比率 ＝              × 100（％） 

標準財政規模 

※一般会計等の実質的な赤字額の、標準的な収入（標準財政規模）に対する割合です。これにより、財政の規模に対

して単年度の実質的な赤字額がどのくらいの割合を占めているかわかります。 
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◇ 連結実質赤字比率 

前年度に引き続き、連結実質赤字比率はありません。 

 

30.00 30.00 30.00 30.00 30.00 30.00 30.00 30.00 30.00 30.00
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- - - - - - - - - -
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※連結実質赤字比率については、赤字額がないため「-」となります。
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連結実質赤字額 
連結実質赤字比率 ＝          × 100（％） 

標準財政規模 

※一般会計に各特別会計の実質赤字額、公営企業の資金不足額を加えた、市の全会計の実質的な赤字額の、標準的

な収入（標準財政規模）に対する割合です。これにより、全会計を合算した単年度の赤字の状況について見るこ

とができます。 
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◇ 実質公債費比率 

実質公債費比率は、前年度と比較して 0.6 ポイント減の 1.0％となりました。 
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 （地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金）－ 

 （特定財源 ＋ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
実質公債費比率 ＝                              × 100（％） 
（3 か年平均）   標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

※一般会計等が負担する実質的な返済額（元利償還金および準元利償還金）の、標準的な収入（標準財政規模）に対

する割合で、3 か年間平均により表します。 
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◇ 将来負担比率 

将来負担比率は、前年度の 15.1％から 5.5 ポイント減の 9.6％となりました。これは、

算定の分子となる将来負担額（公営企業債等繰入見込額など）の減や分母となる標準財政

規模の増によるものです。 
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※平成23年度から28年度までの将来負担比率については、比率が算定されないため「-」となります。

360

 

 

 

 

 

 将来負担額 －（充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額  
 ＋ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

将来負担比率 ＝                               × 100（％） 
 標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

※市債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、一部事務組合等負担等見込額、退職手当負担見込額など、一般会

計等が将来負担すべき実質的な負債の標準的な収入（標準財政規模）に対する割合比率です。 
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＜注＞ 

※経営健全化基準 

資金不足比率がこの基準値以上になると「経営健全化団体」となり、「経営健全化計画」の策定が義務付けられ、

議会の議決を経て定め、都知事を経由して総務大臣へ報告することになります。 

 

資金不足比率 

市で対象となる公営企業会計は、水道事業会計および下水道事業会計であり、前年度に

引き続き資金不足比率はありません。 
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※資金不足比率については、資金不足額がないため「-」となります。
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資金の不足額  
資金不足比率 ＝         × 100（％） 

事業の規模 

※公営企業会計ごとの事業の規模に対する資金の不足額を示す比率です。 

。 
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市民一人あたりの財政状況 

令和２年度の市民一人あたりの歳入は 55 万 5,663 円、歳出は 53 万 5,994 円です。   

どのような収入があり、どのような目的に支出されたか、以下をご覧ください。

 

 
令和２年度 市民一人あたりの財政状況 

 

議会費 総務費 民生費 衛生費

議会運営に 庁舎の管理や徴税、戸籍、 高齢者、児童、 市民の健康を守ることや

広報、選挙など行政運営に 障害者などの福祉の充実に ごみ処理などに

労働費 農林費 商工費 土木費

勤労者の福祉、 農業などの振興に 商工業・観光の振興、 道路、公園や市街地の

働く場の提供などに 消費者行政に 整備に

消防費 教育費 公債費 諸支出金等

火災や地震などの 学校教育や 借入れた市債の返済に 土地の取得などに

災害に備えて 文化・スポーツの振興に

災害により生じた

被害の復旧

取崩
6,792円

1,173円

災害復旧費

17,605円 49,772円

2,400円

基金残高

37,014円

4,345円

使用料・手数料

6,596円

187,569円

市債残高

その他

36,394円

17,444円

返済
18,158円

分担金・負担金

国庫支出金

196,796円

都支出金

市税

184,979円

譲与税・交付金

34,115円

73,131円

地方交付税

1,681円4,527円

市債

535,994円

8,643円

借入

歳入

555,663円

17,444円

196,872円

歳出

54,725 人〉令和3年1月1日現在人口

0円

積立
13,261円

〈

18,158円

43,409円

37,319円155,764円

533円

借用書

金○○円貯金箱 お財布
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市民一人あたりの基金残高 

令和２年度末の市民一人あたりの基金残高は、3 万 7,014 円（26 市平均 8 万 7,952 円）

です。 
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市民一人あたりの市債残高 

令和２年度末の市民一人あたりの市債残高は、18 万 7,569 円（26 市平均 19 万 4,975 円）

です。 
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市税収入の減少などに伴い、経常収支比率が 5 年連続で 100％を超え、財政の硬直化が

進むとともに、市の貯金である基金の残高が大幅に減少するなど、市の財政は非常に厳し

い状況にあります。 

 このため全庁を挙げて、行財政改革の取組を強力に推進し、経常収支比率の改善を図り、

安定的な財政運営に努めていきます。 

26市中1番少ない市 

26市中少ない方から13番目 

26 市中１番多い市 

26 市中１番少ない市 
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